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2 0 2 0 年 1 0 月 1 3 日 

在チリ日本大使館経済班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2020年 ９月 ） 

 

１． 経 済 指 標  
（１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC）－前 年 同 月 比 ▲11 .3％－  

８ 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 ▲

11 .3％，（季 節 調 整 済 前 月 比 は2.8％）とな

っ た 。 営 業 日 数 は 昨 年 同 数 だ っ た 。 鉱 業

は 前 年 同 月 比 ▲ 3.4 ％ ， 鉱 業 以 外 の 業 種

は 同 ▲12.2 ％だ った 。 季 節 調 整 済 前 月 比

で は 鉱 業 は ▲ 1.9 ％ ， 非 鉱 業 部 門 は 3.4 ％

となった。 

中 銀 ア ンケ ート （10月 ）に よる見 通 しは９

月 ▲7.1％（中 央 値 ）となっている。 

 

（２） 消 費 －一 部 に弱 さが残 るが持 ち直 しの動 き－  
①  ８ 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE 公 表 ）

は，前 年 同 月 比 1.3％，同 指 数 の小 売 業 （除

く車 ）は同 11.0％となった。 

②  ８月 のｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ販 売 額 （ 実 質 ， INE

公 表 ）は，前 年 同 月 比 18.2％となった。 

③  商 業 販 売 額 （チ リ 商 工 会 議 所 公 表 ，ｻﾝ ﾃ

ｨｱｺ ﾞ首 都 圏 ，既 存 店 ，暫 定 値 ）は，８月 は前

年 同 月 比 ▲22.4％となった。 

④  ９ 月 の 消 費 者 経 済 認 識 指 数 （ IPEC ， Gfk  

Ad ima rk 公 表 ） は 26 .5 ( 前 月 差 1.0 ) ， 個 人 の

景 気 認 識 （ 現 状 ） は 23 .5 （ 同 ▲ 0.1 ） と ， 引 き

続 き50（中 立 点 ）を下 回 っている。 

⑤  ９月 の新 車 販 売 台 数 は31,897台 （前 年 同 月 比 ▲15 .9％）となった。 

＜概 要 ＞ 景 気 は，コロナウイルス等 の影 響 から一 部 厳 しい状 況 にある。 

● 消 費 は一 部 に弱 さが残 るものの、持 ち直 しの動 きがみられる。 

● 観 光 は厳 しい状 況 が続 いている。 

● 生 産 は，工 業 ，鉱 業 ともに減 少 。企 業 マインドは回 復 している。 

● 失 業 率 は高 い水 準 にあり，大 きく悪 化 している。 

● 物 価 は上 昇 している。 

● 貿 易 は黒 字 が続 いている。 

● 銅 価 格 はおおむね横 ばい，為 替 は足 下 ペソ安 傾 向 ，株 価 は下 落 している。 

先 行 きについては ，コ ロ ナ ウイルスの感 染 状 況 と 対 策 ， 世 界 経 済 動 向 ，特 に 米 中 間 対 立 に

加 え，新 憲 法 制 定 議 論 ，財 政 ・年 金 ・税 制 等 内 国 政 治 動 向 に留 意 する必 要 がある。 

▲ 17.5

▲ 15.0

▲ 12.5

▲ 10.0

▲ 7.5

▲ 5.0

▲ 2.5

0.0

2.5

5.0

7.5

Ja
n-

18

Fe
b-

18

M
ar

-1
8

Ap
r-

18

M
ay

-1
8

Ju
n-

18

Ju
l-1

8

Au
g-

18

Se
p-

18

Oc
t-1

8

No
v-

18

De
c-

18

Ja
n-

19

Fe
b-

19

M
ar

-1
9

Ap
r-

19

M
ay

-1
9

Ju
n-

19

Ju
l-1

9

Au
g-

19

Se
p-

19

Oc
t-1

9

No
v-

19

De
c-

19

Ja
n-

20

Fe
b-

20

M
ar

-2
0

Ap
r-

20

M
ay

-2
0

Ju
n-

20

Ju
l-2

0

Au
g-

20

経済活動指数(IMACEC)

前年同月比

3ヶ月移動平均

12ヶ月移動平均

(％)

-10

0

10

20

30

40

50

60

▲ 60

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

1月 7月 1月 7月 1月 8月 9月

2018 2019 2020

(DI)
（％） 消費の動向

商業活動指数（3か月移動平均）
スーパーマーケット販売指数（3か月移動平均）
ｻﾝﾃｨｱｺﾞ首都圏商業販売（3か月移動平均）
消費者経済認識指数（右目盛）



2 

 

（３） 観 光 －厳 しい状 況 が続 いている－  
 ８ 月 の観 光 宿 泊 調 査 （ ＩＮ Ｅ 公 表 ）は， の

べ宿 泊 日 数 が 261 , 842 日 ，前 年 同 月 比

▲85.7％となった。 

地 域 別 で は ， シ ェ ア の 大 き い 首 都 圏 州

は同 ▲91.2％（寄 与 度 ▲34.6％），バルパ

ライ ソ 州 は 同 ▲ 93.4 ％（ 寄 与 度 ▲ 10.3％ ）

と な っ た 。 そ の 他 の 地 域 合 計 で は ， 同 ▲

80 .0％となった。  

 

 

（４） 鉱 工 業 生 産 ，電 力 －ともに減 少 －  
８ 月 の 工 業 生 産 指 数 は ， 前 年 同 月 比 ▲

8.2％となった。セクター別 では化 学 が増 加 （前

年 同 月 比 寄 与 度 0.25％），食 料 品 が減 少 （同

▲2.93％）に寄 与 した。 

８ 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比 △

2.0％，銅 生 産 量 は同 ▲5.5％となった。 

８ 月 の 電 力 指 数 は 前 年 同 月 比 ▲ 2.8 ％ と

なった。 

 

（５） 企 業 の業 況 判 断 －回 復 －  
９月 のIMCE（企 業 業 況 判 断 指 数 ）は49 .81ポ

イ ン ト で ， 前 月 差 7.30 ポ イ ン ト と な っ た が ， 中 立

点 を 引 き 続 き 下 回 っ て い る 。 内 訳 を 見 る と ， 商

業 が 48.99 （ 同 3 .91 ポ イ ン ト ） ， 鉱 業 が 63 .67 （ 同

12 .39 ポ イ ン ト ） ， 製 造 業 は 51 .56 （ 同 6.93 ポ イ ン

ト），建 設 業 が33 .20（同 7.48ポイント）となった。 

 

 

 

（６） 不 動 産 －大 きく減 少 している－  
※コロナの影 響 により公 表 が遅 れている。 

５ 月 の建 築 許 可 面 積 （INE公 表 ）は前 年 同 月

比 ▲40.4％（3か月 移 動 平 均 ） と３ か月 連 続 で減

少 した 。内 訳 を 見 ると ，住 居 が同 ▲45.8％，非

住 居 が同 ▲26.2％となった。 
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（７） 雇 用 － 失 業 率 は 高 い 水 準 に あ り ，

大 きく悪 化 している－  
６～８月 期 の失 業 率 は12.9％（前 年 同 期

差 5.35 ％ ） と ， 高 い 水 準 に あ る 。 労 働 力 人

口 は 1,399 , 550 人 減 少 （ 前 年 同 期 比 ▲

14 .5％），就 業 者 数 は1,735 , 839人 減 少 （同

▲ 19.4 ％ ） し ， 失 業 者 数 は 336 ,289 人 増 加

（同 46 .0％）している。就 業 者 数 を 職 業 別 に

み る と ， 商 業 が 前 年 同 期 比 寄 与 度 ▲

4.24 ％ ， 建 設 業 が 同 ▲ 2.97 ％ と 減 少 に 寄

与 している。 

８月 の賃 金 （速 報 値 ）は，名 目 は前 年 同 月 比 2.9％，実 質 は同 0.3％となった。 

 

（８） 物 価 －上 昇 している－  
９ 月 の消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ）は ，前 月

比 は 0.6 ％ ， 前 年 同 月 比 は 3.1 ％ と な っ た 。

品 目 別 に 前 年 同 月 比 の 動 き を み る と 生 鮮

（ 16 . 9 ％ ） ， 食 料 品 （ 8 .3 ％ ） が 上 昇 し て い る

一 方 ， 燃 料 （ ▲ 2.1 ％ ） が 下 落 し て い る 。 な

お ， 生 鮮 ・ 燃 料 を 除 く 指 数 は ， 前 月 比

0.3％，前 年 同 月 比 2.2％であった。 

中 銀 ア ンケ ート (10月 )によるイ ンフレ期 待

は1年 後 ： 2.7 ％（ 前 月 2.6％ ），2 年 後 ： 3.0 ％

（前 月 3.0％）となっている。 

８月 の生 産 者 物 価 （全 産 業 ）は，前 月 比 は1.7％，前 年 同 月 比 は11 .1％となった。鉱 業

（前 年 同 月 比 20 .1％）が上 昇 した。 

 

（９） 貿 易 －黒 字 が続 いている－  
①  ９ 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は54 . 6 億 ド ル （ 前 年

同 月 比 3.7％）となった。内 訳 を 見 ると，鉱 業

品 33 .2億 ドル（同 ▲11 .3％）（全 体 の61％），

農 林 水 産 品 2.6億 ドル（同 ▲3.7％）（全 体 の

５％），製 造 業 品 18.8億 ドル（同 ▲6.6％）（全

体 の34％）となった 。 鉱 業 品 のう ち 銅 は30.2

億 ド ル （ 同 8.3 ％ ） （ 鉱 業 品 輸 出 額 全 体 の

92％）となった。 

②  ９ 月 の輸 入 額 （FOB ）は45 . 8億 ドル（前 年 同

月 比 ▲12 .6％）となった。内 訳 （CIF）は，消 費 財 14.4億 ドル（同 ▲9.8％），中 間 財 23.4億 ド

ル（同 ▲14 .3％），資 本 財 11.1億 ドル（同 ▲10 .5％）となった。 
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③  ９月 の貿 易 収 支 （FOB）8 .9億 ドルの黒 字 となった。 

 

（１０） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （FOB）：８月 の貿 易 額 は，輸 出 額 4.6億 ドル（前 年 同 月 比 ▲4.4％），輸 入 額

0.8億 ドル（同 ▲65.8％），貿 易 総 額 では5.4億 ドル（同 ▲24.9％）となった。 

②  対 中 貿 易 （ FOB ） ：８ 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 20 .6 億 ド ル（ 前 年 同 月 比 ▲ 1.2％）， 輸 入

額 12.8億 ドル（同 ▲11 .1％），貿 易 総 額 では33 .4億 ドル（同 ▲5.3％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB ） ：８ 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 2.7 億 ドル（ 前 年 同 月 比 ▲ 40 .5％ ）， 輸 入

額 0.6億 ドル（同 ▲44.4％），貿 易 総 額 では3.3億 ドル（同 ▲41.2％）となった。 

 

２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －おおむね横 ばい－  
９月 の国 際 銅 価 格 は1ポンド3 . 07921ドル

（１日 ）で始 まった。引 き続 き３ドル台 を維 持

していたが、下 旬 に欧 州 を中 心 としたコロナ

ウイルス第 ２波 封 じ込 め政 策 からマーケット

が動 揺 。月 末 には2 .9 98 2 5ドル（30日 ）と前

月 末 比 ▲1.8％で終 了 した。 

９ 月 の 銅 在 庫 は ， 335 ,692 ㌧ （ １ 日 ） で 始

まり ， 月 末 に は 393 , 103 ㌧ （ 30 日 ） と 前 月 末

より増 加 した。 

 

（２） 為 替 －足 下 ペソ安 傾 向 －  
９ 月 の為 替 は，1ドル776 . 4 6ペ ソ（１ 日 ）で

始 ま っ た 。 好 調 な 銅 価 格 と 良 好 な 経 済 見

通 しから一 時 750ペソ台 までペソ高 が進 展 し

た ものの、第 ２ 波 懸 念 に よるマーケ ッ ト 動 揺

及 び 銅 価 格 急 低 下 に よ る ペ ソ 安 圧 力 で 再

び780ペソ台 後 半 まで戻 した。 

月 末 は 786 .46 ペ ソ （ 30 日 ） と 前 月 末 差

4.54ペソ安 で終 了 した。 

 

 

（３） 株 価 －下 落 －  
９ 月 の IPSA 値 （ サ ン テ ィ ア ゴ 主 要 株 式

指 数 ） は 3752 . 95 ポ イ ン ト （ １ 日 ） で 始 ま っ

た 。 月 末 に は 3637 .30 ポ イ ン ト （ 30 日 ） と ，

前 月 末 比 ▲3.4％で終 了 した。 
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３．経 済 トピックス(報 道 情 報 ) 

（１） チリは2020年 に地 域 でGDPの低 下 が最 も少 ない3番 目 の国 になる 

 依 然 予 想 さ れ る 下 げ 幅 は 大 き い もの の チ リ の 経 済 見 通 し は 少 し ずつ 改 善 し て い る 。最

初 に それを 示 した のは中 銀 で、最 新 の報 告 書 で底 値 を ▲5.5％としてい る。中 銀 のア ンケ

ート調 査 も▲6％から▲5.5％に改 善 。9月 のLat inFocusも▲5.9％と予 想 （先 月 は▲6.1％）。

チ リ は ラ 米 で 3 番 目 に GDP の 縮 小 が 小 さ い 国 に な る 見 通 し 。 チ リ よ り 良 い の は パ ラ グ ア イ

（▲3.2％）、ウルグアイ（▲4％）。落 ち込 みが激 しい国 は、ベネズエラ（▲23 .7％）、 ペルー

（▲12 .3％）、アルゼンチン（▲11 .5％）。地 域 全 体 では▲7.8％の見 通 し。 

 

（２） 7 月 時 点 で 37 ％ の 企 業 が 雇 用 保 護 法 を 適 用 、 う ち 53 ％ が 今 後 3 か 月 で 解 雇 を 予

定  

 統 計 局 （INE）の調 査 によれば約 ３社 に１社 （37 . 3％）は雇 用 保 護 法 を適 用 し労 働 者 をレ

イオフ中 。この措 置 を受 けてい る労 働 者 数 は4月 以 降 比 較 的 安 定 している（7 .8％）が、こ

の措 置 を導 入 中 の企 業 数 は4月 以 降 10 ポイント以 上 増 加 （26 . 0％）。最 も影 響 を受 けて

い る 業 種 は 芸 術 ・ レ ク リ エ ー シ ョ ン 活 動 （ 47 .3 ％ ） 、 宿 泊 ・ 飲 食 業 （ 39 .8 ％ ） 及 び 建 設 業

（18％）。レイオフ中 の役 員 も4月 （3 .8％）から7月 （8 . 1％）で倍 増 。エコノミストは7月 がピー

クだった とみている。雇 用 保 護 法 を 適 用 した企 業 の53.4％が今 後 3か月 以 内 に 解 雇 を行

う予 定 だと回 答 。 

 

（３） OECDは2020年 にそれほど深 刻 ではない世 界 的 収 縮 を予 測  

 新 型 コロナ に よる 世 界 的 経 済 収 縮 は、 中 国 と 米 国 のより 良 い 経 済 情 勢 で 2020 年 に そ

れほど深 刻 ではない 。OECDに よると、 本 年 の世 界 経 済 の 収 縮 は ▲4.5％。新 型 コ ロナ の

拡 大 を制 御 すれば、世 界 経 済 が5.2％上 昇 する可 能 性 がある。しかし、中 国 、米 国 と欧 州

は予 測 に反 してより良 い業 績 を示 しているのに対 し、インド、メキシコと南 アフリカは新 型 コ

ロナで悪 い業 績 と予 測 。 

 

（４） Queb rada  B l anca  2がピークを迎 え、10月 には8,000人 の労 働 者 が必 要 に 

 建 設 中 のQueb rada  B l anca  2鉱 山 は３月 に新 型 コロナの影 響 で操 業 中 止 に。その後 事

業 が再 開 されると労 働 者 の数 も段 階 的 に増 え、７月 には４千 人 に到 達 。１０月 にはピーク

を 迎 え８ 千 人 に 達 す る見 通 し。 鉱 業 業 界 は６ 月 に 新 型 コロナ の影 響 を 強 く 受 け 多 くの感

染 者 を出 し、国 会 が閉 鎖 を義 務 付 けるに至 っていた。現 在 では感 染 者 数 も大 幅 に減 少 し、

第 ２波 が起 こらないよう必 要 な対 策 を取 りつつ様 子 を見 ている。 

 

（５） ブリ オネ ス財 務 大 臣 は2021年 予 算 への批 判 に 回 答 し、国 家 は 雇 用 機 関 であ って

はならないと供 述  

 2021年 予 算 案 に 対 する議 員 の姿 勢 はブリオネス大 臣 に とって冷 や水 を 浴 びせられるも

のとなった 。多 くの議 員 が国 が雇 用 を 減 ら すのではないかと懸 念 を 表 するとともに 雇 用 に

対 して 政 府 が矛 盾 し た サイ ンを 出 してい る ことを 疑 問 視 してい る 。これに 対 して 財 務 大 臣
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は彼 ら（議 員 ）は国 家 が雇 用 機 関 でなければならないようなもの言 いをしているが、それは

国 がしてはならないことであると述 べ、本 予 算 は、リソースを適 切 に活 用 し、よく考 えられた

目 的 に資 金 を集 中 させるためのものであると説 明 した。 

 

（６） 上 院 の主 張 で最 低 賃 金 が下 院 に戻 る 

 上 院 は、 最 低 賃 金 再 調 整 プロジ ェクト を 下 院 に 差 し戻 すこ と を 40票 の 過 半 数 で 承 認 。

議 論 は0.4％の増 額 に焦 点 が当 てられた。しかし、財 務 大 臣 は新 提 案 を せず、当 初 下 院

で表 明 していた案 と同 じラインを維 持 し、購 買 力 を維 持 するための調 整 案 を提 示 。４月 に

再 度 調 議 論 する可 能 性 について言 及 しているが、これは下 院 で否 決 されている。 

 

（７） ベルガラ元 チリ中 銀 総 裁 は資 産 課 税 を批 判 するがキャピタルゲイン課 税 を提 案  

 ベルガラ元 中 銀 総 裁 は多 い資 産 を有 する者 に対 する課 税 に反 対 。なぜから、他 国 の経

験 をみるとあまりうまく行 っておらず、税 収 の低 さと管 理 コストの高 さからである。又 、脱 税

及 び税 金 回 避 を削 減 する必 要 があると強 調 。 

 

（８） 新 たなAFPの10％引 き出 し：行 政 はイニシアティブを拒 否 し、加 盟 者 の20％が全 額

を引 き出 している旨 警 告 したが、与 党 議 員 はまだ立 場 を明 らかにしていない。 

 新 たなAFPの10％の引 き出 しについて下 院 の憲 法 委 員 会 で議 論 が始 まった。労 働 大 臣

はこのイニシアティブを拒 否 、年 金 強 化 の取 組 みと矛 盾 するものであり、深 刻 な問 題 を引

き 起 こしう ると 訴 えた 。しかし、 与 党 議 員 の 中 に も支 持 す ることを 否 定 しない 者 もい る。 労

働 大 臣 は、 前 回 の 10 ％引 き 出 しで すでに 9,148 , 000 人 が 引 き 出 し を 行 ってお り 、 うち 20 ％

が掛 金 すべて、65％が10％よりだいぶ多 く引 き出 していることを考 慮 すると効 果 は限 定 的

であり、必 ずしも目 的 を達 成 するものにはならないと述 べている。 

 

（９） 2021年 に公 共 投 資 予 算 は20％以 上 増 加  

 Cred ico rp  Cap i t a l  の Inves to r  Con ferenceに お い てブリ オ ネ ス 財 務 大 臣 は 2020年 ～

2021年 に チリ 経 済 回 復 計 画 の一 環 として 公 共 投 資 が大 き く増 加 するとコメント 。2021年

のための公 共 投 資 予 算 は2019年 比 30％、本 年 比 20％増 額 すると述 べた。又 、「ブ」財 務

大 臣 は今 後 の予 算 法 案 は労 働 市 場 と経 済 回 復 に焦 点 を当 てると強 調 。 

 

（１０） 建 設 部 門 ：3万 6千 名 の労 働 者 が仕 事 に復 帰 し、119社 の企 業 が建 設 を再 開  

 経 済 省 のデータによると、ロックダウンから脱 した27地 区 から3万 5896名 の労 働 者 がアン

トファガスタ州 、バルパライソ州 、サンティアゴ首 都 圏 、オヒギンス州 、ニュブレ州 及 びビオビ

オ州 における264件 の建 設 現 場 に復 帰 。119社 は住 宅 建 設 、エネルギープロジェクト建 設

及 び冶 金 プロジェクト建 設 を再 開 。 

 

（１１） チリ中 銀 はAFP資 金 の引 き出 しのために７月 に取 った措 置 を調 整  

 AFP 資 金 からの引 き出 しのための大 半 の資 産 売 却 プロセスが終 了 した後 、チリ中 銀 は

７月 ３０日 に取 った措 置 の調 整 を発 表 。定 期 預 金 の特 別 な買 い入 れプログラム（80 億 米
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ドルまで）を停 止 。他 方 、CC-VP プログラム（公 開 市 場 における期 限 無 しの買 入 及 び１～

３ヶ月 後 に同 相 手 への同 時 売 却 プログラム：100 億 米 ドル）は、既 に取 引 を行 った金 融 機

関 にだけストック更 新 を認 めた。双 方 の措 置 は１０月 ５日 から発 効 。 

 

（１２） 政 府 は雇 用 の回 復 と創 出 への助 成 金 に20億 ドルを拠 出  

 ピニェラ大 統 領 は日 曜 、月 曜 から始 まる雇 用 補 助 金 計 画 を発 表 。本 プログラムは人 材

育 成 ・雇 用 庁 （Serv ic io  Nac iona l  de  Capac i tac ión  y  Emp leo  （Sence））を介 して実 施 さ

れる。本 プログラムは２つの構 成 要 素 からなる。１つは、新 規 雇 用 に対 する補 助 金 で、２５

万 ペソを上 限 として新 規 雇 用 の給 与 の５０％までをカバーする。１８～２３歳 の若 年 、女 性

及 び障 害 者 に 関 して は上 限 が高 く、２７ 万 ペソを 上 限 とし６ ０％までとなってい る。助 成 金

は企 業 に支 給 され、７月 に比 して雇 用 者 数 が増 え、かつ７月 まで雇 用 者 数 を８０％維 持 し

ていた企 業 のみが対 象 。グループ企 業 内 で人 員 の移 動 を行 う企 業 は対 象 外 。もう一 つは、

雇 用 保 護 法 に よる レ イ オ フ中 の 労 働 者 を 職 場 復 帰 させ るた め の補 助 金 。 この 補 助 金 は

復 帰 した 労 働 者 １ 人 当 たり１６ 万 ペ ソで、今 年 の４ 月 から７ 月 までの４か月 間 の売 上 高 ま

たは粗 利 益 の減 少 が昨 年 同 期 比 で 20％を超 える企 業 のみが対 象 。企 業 は１８歳 以 上 の

労 働 者 で総 月 額 報 酬 が最 低 賃 金 ３か月 分 ($961 .500 )を超 えない者 を対 象 として補 助 金

を 申 請 でき る 。 大 統 領 は、 これらの 補 助 金 は 正 規 雇 用 を 後 押 しす るものであ る、 補 助 金

の恩 恵 を受 けた労 働 者 は労 働 法 及 び社 会 法 のすべての恩 恵 にアクセスできるようになる

旨 強 調 。 

 

（１３） 8月 にブームが記 録 された後 、小 売 売 上 高 は穏 やかな成 長  

 商 工 会 議 所 が 行 っ て い る 毎 週 の 小 売 調 査 （ termómetro  semana l  de  l a s  ven tas  

m ino r i s tas）によれば、９月 の第 １週 にサイバーデイなどの恩 恵 を受 けて小 売 が 100％を超

える大 幅 な増 加 を 見 せた 後 、消 費 動 向 は緩 やかな増 加 となった。９ 月 １４ 日 の週 の結 果

は昨 年 同 時 期 比 14 .８％増 で、スーパーを除 くと 14 .7％増 。分 野 別 では専 門 店 （t iendas  

espec i a l i zadas ） が 昨 年 同 期 比 ▲ 7.9 ％ だ っ た の に 対 し 、 非 専 門 店 （ Las  t i endas  no  

espec i a l i zadas）は 28 .7％増 。 

 

（１４） CEP：法 人 税 の引 き上 げは民 間 投 資 に悪 影 響 を及 ぼす 

 チリ法 人 税 は、２０００年 の１５％から現 在 の２７％までこの２０年 間 増 加 傾 向 が続 いてお

り 、 OECD 諸 国 の ト レ ン ド と は 逆 行 。 公 共 調 査 セ ン タ ー （ Cent ro  de  Es tud io s  Púb l i cos  

(CEP )）の報 告 書 によれば、これはチリへの民 間 投 資 に影 響 を 及 ぼすものであり、長 期 的

に はより 深 刻 なもの と なる。 法 人 税 が 1％ 増 加 する と、 短 期 的 に はGDP の0.1ポ イ ント 、 長

期 的 には0.24から0 .65ポイントのマイナスの影 響 が投 資 に及 ぶこととの試 算 もある。 

 

（１５） 操 業 継 続 及 び銅 価 格 高 騰 にもかかわらず、民 間 鉱 業 の利 益 は半 分 に減 少  

 民 間 鉱 業 セクターの悪 影 響 が続 いている。より良 い第 ２四 半 期 があったが、本 年 上 期 に

利 益 が低 下 。チリの大 手 企 業 １４社 が金 融 市 場 委 員 会 （CMF）に報 告 した内 容 は、本 年

上 期 に利 得 は８億 ２９００万 米 ドル、前 年 同 期 比 ▲５０．３％。収 入 は１１０億 米 ドル、前 年
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同 期 比 ▲１１．４％。 

 

（１６） アシックスのチリ初 出 店  

日 本 のスポーツ用 品 メーカーであるアシックス社 は今 週 、チリ・サンティアゴ市 のモール・

パルケアラウコに初 の店 舗 出 店 を行 う旨 公 表 した。本 出 店 は2017年 から計 画 されてい た

ものである。 

 チリ及 びペルーのビジネスマネージャーであるフェルナンド・ハウメ氏 は、100平 方 メートル

を有 する同 店 舗 はすべてのスポーツ愛 好 家 、特 にランニングの愛 好 家 を驚 嘆 させることを

約 束 する。来 店 すればプロの技 術 がこめられた、すべてのスポーツにおける最 新 トレンドの

商 品 に出 会 うことができる、と太 鼓 判 を押 す。また、スポーツ愛 好 家 だけでなく、スニーカー

愛 好 家 にとってもお気 に入 りを見 つけることが出 来 るだろう、と述 べている。 

 同 店 舗 では個 々人 の足 分 析 を行 う「FOOT ID」のサービスを無 料 で提 供 する。このサー

ビスではランニングフォームの分 析 、足 の形 状 分 析 、これまで使 用 した靴 の種 類 や、経 験

したスポーツなどのプロファイリングを 通 じて各 顧 客 に最 適 な靴 を 提 供 する。残 念 ながらC

OVID-19のプロトコルにより即 時 の利 用 は不 可 能 であるが、近 日 中 に稼 働 するとみられる。 

ハウメ氏 は、我 々に とって新 規 出 店 は非 常 に重 要 なことで、チリ のランナ ー達 と我 々が

直 接 結 びつくことができるからである。これは販 売 チャンネル以 上 のつながりであり、ランナ

ー同 士 の出 会 いの場 である、と述 べた。 

 同 社 は、ソーシ ャルディスタンスと社 会 的 共 感 を 維 持 しながら、皆 がスポ ーツを 再 開 し、

店 舗 での新 たな体 験 を楽 しめるようになるよう呼 びかける。 

 

（１７） ポストコロナの中 長 期 経 済 シナリオ 

 CFAは2021年 度 予 算 案 審 議 に先 立 って、両 院 合 同 予 算 委 員 会 に報 告 書 を提 出 した。

ホルヘ・デソルモーCFA会 長 はポストコロナにおけるストレスレベルに応 じて３つの経 済 シナ

リオを説 明 した。 

 基 本 シナリオは６月 に政 府 野 党 間 で合 意 された構 造 的 財 政 収 支 を考 慮 したもので、政

府 債 務 残 高 対 G DP 比 が2025年 に45％内 に、構 造 的 財 政 収 支 対 GDP 比 が2022年 に ▲

２％、2023年 に▲１％、2024年 以 降 に▲0.5％とする。「デ」氏 によると、20，21年 の財 政 シ

ョックから「重 大 な逆 転 」が起 こりうるとし、政 府 部 門 の一 次 支 出 （利 払 いを含 まない）は20

22年 ▲6 . 1％、2023年 ▲0 . 6％、2024年 から５年 間 は▲1.5％前 後 に落 ち着 くと予 測 し、こ

の逆 転 現 象 はパンデミックに対 する措 置 の終 了 と一 致 する、と説 明 する。 

 代 替 シナリオ ①は2022年 以 降 、政 府 一 次 支 出 が過 去 10年 平 均 値 であ る4 . 7％ずつ 増

加 する とい うも ので、 これに よ ると 政 府 債 務 残 高 対 G D P 比 は2 022 年 に 45％ 、20 23 年 に 5

0％と増 加 し、2030年 には100％を超 える。 

 代 替 シナリオ②は支 出 の増 加 は基 本 シナリオと同 等 で2020年 にソブリンリスクスプレッド

が100ベーシスポイント（１％）増 加 し、金 利 上 昇 及 び成 長 率 低 下 に影 響 を及 ぼすものとい

うもので、 投 資 適 格 格 付 け のラ ンクダ ウ ン を 意 味 す る。この 場 合 のう ち、 金 利 上 昇 に よる

影 響 のみのシナリオでは政 府 債 務 残 高 対 GDP比 は2024年 に45％に達 し、その後 は長 期

的 におおむね線 形 増 加 し70％に達 する。また、構 造 的 財 政 収 支 も長 期 的 ごく緩 やかに悪

化 する。 

 代 替 シ ナ リ オ ②のう ちカ ント リ ーリ ス クに よ る 成 長 率 の 低 下 も 考 慮 した 場 合 、 政 府 債 務
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残 高 対 GDP比 は2040年 に70％、2050年 に100％を超 え何 も対 策 を打 たなければ勢 いよく

増 加 してい く。成 長 率 よりも金 利 のほうが高 いために持 続 不 可 能 な状 態 となる、すなわち

プライマリーバランスを安 定 化 させることができない状 態 である。 

 ブリオネス財 務 大 臣 はパンデミック後 の支 出 抑 制 の必 要 性 についてCFAに同 意 し、この

ためには政 治 的 同 意 と合 意 の模 索 が必 要 不 可 欠 である、と述 べ、審 議 会 に中 長 期 の公

的 債 務 残 高 の増 加 を食 い止 める効 果 のある諸 外 国 の経 験 と構 造 的 財 政 収 支 目 標 の決

定 における含 意 を報 告 するよう求 めた。 

 

（１８） 年 金 と税 制 にかかる新 たな議 論  

 サルディバル労 働 大 臣 は、年 金 積 立 金 引 出 法 案 可 決 以 前 、当 該 法 案 に対 して、例 外

措 置 であったとしても後 に問 題 を生 み出 すことは明 白 だ、と警 告 していた。そして現 在 、そ

の通 りの状 況 に直 面 している。すなわち、下 院 にて2回 目 の年 金 積 立 金 引 出 法 案 の議 論

が行 われている。 

 「サ」大 臣 は、本 法 案 が年 金 制 度 に 悪 影 響 を 与 えることを 強 調 しつつ、既 に 引 き出 すこ

とが出 来 ない人 もいることも念 頭 に置 かなけ ればならないことを指 摘 し、政 治 家 皆 が年 金

制 度 の改 善 に取 り組 みながら、その制 度 を 他 の目 的 に利 用 している点 は矛 盾 だ、との見

解 を示 した。 

 年 金 改 革 の与 野 党 間 合 意 進 展 のために両 者 間 では議 論 が進 んでいるが、その中 の財

源 に 関 する議 論 で、消 費 に 基 づいた 付 加 価 値 税 の変 更 に 関 する案 が提 示 され、政 府 と

野 党 議 員 の間 で議 論 がなされていると同 大 臣 は認 めた。 

 レテ リ エル 上 院 労 働 委 員 長 （P S）は 、 当 該 案 に 対 し、 消 費 税 は逆 進 性 があ る た め 、 年

金 基 金 の穴 埋 めに適 切 とは言 えない。また、富 裕 税 による穴 埋 めを（政 府 側 が）考 えると

も思 わない。後 者 は憲 法 改 正 が必 要 だが、議 論 していこうではないか、と述 べた 

 下 院 憲 法 委 員 会 で は主 に 野 党 要 求 であ る、 2 回 目 の 引 出 法 案 や 末 期 患 者 等 へ の 対

象 者 拡 大 、退 職 者 による年 金 の前 払 いなど５点 について議 論 が行 われている。 

 

（１９） コロナ第 ２波 懸 念 による市 場 不 安  

 欧 州 を 中 心 と した コ ロナウ イ ルスの第 ２ 派 懸 念 から 再 度 防 疫 措 置 がとられた こ とに より

外 国 為 替 市 場 、特 に チリペソは暴 落 した。ブルームバーグによると２４日 の対 ドルレート は

一 時 ７９０ペソ台 到 達 した。終 値 は７８４．４ペソとなった。（９月 １６日 終 値 は７６０ペソ） 

 加 えて主 力 輸 出 産 品 の銅 も価 格 を 大 幅 に下 げた 。前 日 から約 ２ ．８％減 となり 、これま

で好 調 を維 持 していた３ドル台 を割 った。この点 もペソ安 圧 力 となったとみられる。 

 専 門 家 は、ドルの反 発 は、銅 価 格 安 と新 興 国 通 貨 安 によるものとしつつ、ペソ安 の背 景

にはAFPファンドの３０％を高 リスクのものに投 資 するよう推 奨 したことによるものであると述

べた。 

 パンデミックの再 発 懸 念 は世 界 経 済 の減 速 につながることから投 資 家 はハイリスクな新

興 国 通 貨 を 避 け る 傾 向 に 動 く 。そ のた め、大 規 模 な 経 済 刺 激 策 はかえって投 資 家 の不

安 をあ お る要 因 となる 。特 に 米 連 邦 準 備 銀 行 は政 権 お よ び議 会 に 対 して財 政 支 援 を す

るよう呼 び掛 けている。この結 果 として、世 界 的 な流 れで米 ドル高 の傾 向 となる。 

 



10 

（２０） Huawe iチ リに おけ る2番 目 のデータセンター の開 設 に 関 するジ ェイ ソン・ジ ン社 長 イ

ンタビュー 

 1年 と少 し前 、Huawe iはチリで新 たな一 歩 を踏 み出 すことを決 め、巨 額 の投 資 を通 じて、

パブリ ッククラウ ドを 備 えた 最 初 のデー タセン ターを 開 設 した 。そ の意 図 は、国 内 データ 市

場 への貢 献 を 強 化 し、5G 導 入 を 視 野 に 入 れてダウ ンロードの待 ち時 間 を 短 縮 することだ

った 。中 国 のテ クノロ ジ ー大 手 であ る同 社 は、1億 ドルの 初 期 投 資 の一 環 として、 今 年 の

終 わりに2番 目 のデータセンターを開 設 することでテクノロジーエコシステムにおける存 在 感

の拡 大 を目 指 している。 

 チリHuawe i  C l o ud＆AI社 の ジ ェイソン・ジン社 長 は本 紙 の独 占 インタビュ ーに対 して、

以 下 のとおり回 答 した。 

（１）当 社 はチリに 更 に投 資 することを 決 定 した 。なぜなら、チリ は技 術 的 変 革 を 採 用 する

先 駆 的 な国 であり、デジタル化 に関 してラテンアメリカにおいて模 範 とされる存 在 であること

は間 違 いないと考 えているからである。  

（２）（2番 目 のデータセンターの機 能 に 関 して）我 々は、政 府 に よるAI とデータの使 用 を 支

援 する。我 々は、同 じ国 で2つのデータセンターを実 装 する最 初 の企 業 となり、より多 くのサ

ービスを提 供 する。したがって、最 適 なコストで、さまざまな業 界 の企 業 をより速 く成 長 させ

ることになる。  

（３）（データセンターの用 途 に関 して）我 々がこれまで行 ってきたことを拡 大 し、強 化 するこ

と。小 売 業 から政 府 まで、都 市 の発 展 に最 も重 要 な産 業 がこれらのテクノロジーを信 頼 し

て、より良 いサービスを提 供 できると見 ている。企 業 がそれらを活 用 してより高 速 で効 率 的

になれるようにするために我 々がインフラストラクチャ、プラットフォーム、AIテクノロジーを提

供 する。  

（４）（5Gテクノロジーの開 発 との関 係 について）  

密 接 に 関 連 してい る。チリはデジタル変 革 に 全 力 で取 り 組 んでい る。我 々が行 ってい る仕

事 は、我 々がこの国 で最 初 のAIプロバイダーになること及 びセンターを介 してより良 いサー

ビスを提 供 することを可 能 にする。  

（５）（チリが他 のラテンアメリカ諸 国 へのゲートウェイになる可 能 性 について）メキシコ、ブラ

ジル、ペルー、アルゼンチン、チリにすでにデータセンターがある。当 国 には、政 府 の政 策 に

よる強 力 なサポ ートをはじめ、インフラには群 を抜 いた 大 きな利 点 がある。これにより 、ボリ

ビアなど他 の国 々が我 々の技 術 にアクセスすることが可 能 になっている。 

（６ ）（データセンター 以 上 のより 多 額 の投 資 の可 能 性 に つ い て）パブリッ ククラウ ドへの投

資 は常 に増 加 すると見 ている。パブリッククラウドを使 用 すると、企 業 は独 自 のインフラスト

ラクチャを提 供 および維 持 する方 法 やハードウェアを交 換 する方 法 について心 配 する必 要

がないため、デジタル変 革 が有 用 であると考 えている。企 業 は顧 客 にソリューションを提 供

することだけを配 慮 すればよい。 

チリでの最 初 のデータセンターの立 ち上 げから13か月 が経 過 した。これに関 して「ジ」社

長 は、この国 がこの地 域 の技 術 革 新 のパイオニアでありリファレンス的 存 在 であることを考

慮 し、前 向 き に 総 括 し た。「我 々はクライ ア ントに 良 いサービスを 提 供 し、クライア ントの問

題 を迅 速 に解 決 することができた。我 々は、スタートアップ、個 人 アプリ、政 府 、教 育 セクタ

ー、通 信 、銀 行 、そ の他 の企 業 を 含 む、数 多 くの企 業 を 顧 客 とし て抱 えてい る」と「ジ」社

長 は語 った。 
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 「ジ」社 長 は2019年 末 以 来 この国 にいたことで、保 健 セクター、特 にPosta  Cen t ra lとして

も知 られるPub l i c  Ass i s tance  Emergency  Hosp i ta l （HUAP）で利 用 可 能 な技 術 により、パ

ンデ ミッ クに 対 して より 良 い 形 で 取 り 組 む こ とができ た と 考 え てい る。「ジ 」 社 長 は 、そ れ以

外 に少 なくとも5つの大 学 と小 売 部 門 への展 開 も成 果 を上 げている旨 、また、データストレ

ージの需 要 におけ るブームの影 響 が革 新 を 続 け る動 機 づけになっていることを 保 証 した。 

最 後 に、「ジ」社 長 は、「特 にパンデミックにより、競 争 は激 化 している。それは世 界 的 な傾

向 だ と思 う。多 くの企 業 が自 社 のイ ンフラストラクチ ャに 配 慮 するのではなく、サービスとソ

リューションについて配 慮 するためにパブリッククラウドを採 用 している」と述 べた。 

 

（２１） サンティアゴメトロの完 全 復 旧 ：大 統 領 府 プレスリリース 

 ピニェラ大 統 領 は２３日 、２０１９年 １０月 以 降 破 壊 により閉 鎖 されていたサンティアゴメト

ロの１１８の駅 のうち、復 旧 作 業 を行 っていた最 後 の２つの地 下 鉄 駅 である４号 線 プロテク

トラ・デ・ラ・インファンシア駅 及 びトリニダ ー駅 の再 開 を 発 表 した 。これに より、メト ロシ ステ

ムの１３６駅 の再 建 と修 復 のプロセスが終 了 した。 

フット運 輸 通 信 大 臣 及 びサンティアゴメトロ社 長 らが参 席 した 式 典 において、「ピ」大 統

領 は、メト ロは我 々の 公 共 交 通 シ ステム のバッ クボ ーンであり 、そ の完 全 な復 旧 と 運 用 で

何 百 万 もの人 々が時 間 を節 約 し安 全 かつ快 適 に家 族 の元 に戻 れることで生 活 の質 を改

善 でき る、 これは、サ ンテ ィア ゴメト ロの従 業 員 、 破 壊 された １ １ ８ 駅 の 復 旧 に 努 めた 労 働

者 の多 大 なる価 値 あ る努 力 であったと述 べた。（当 館 注 ：同 式 典 中 、一 部 のサンティアゴ

メトロ労 働 組 合 員 による抗 議 活 動 が行 われているところが報 じられており、報 道 機 関 のイ

ン タ ビ ュ ー に 対 し 同 組 合 員 ら は 1 , 5 0 0 名 の 間 接 労 働 者 の 解 雇 に 対 す る 抗 議 を 訴 え て い

た。） 

 復 旧 作 業 は原 状 回 復 とともに、監 視 カメラシステム、特 別 なゲート及 び金 属 カーテンによ

るア クセス監 視 を 盛 り 込 むことでセキュ リ テ ィが改 善 された 。また 構 内 通 路 の 内 装 に は不

燃 性 の素 材 を導 入 した。 

 

（２２） 2021年 度 政 府 予 算 案 の提 出 ：大 統 領 府 プレスリリース 

 新 型 コ ロナウ イ ルスのパンデミッ クは健 康 被 害 だ け でなく、世 界 経 済 に 深 刻 な不 況 をも

たらし、我 が国 経 済 の雇 用 、家 計 収 入 、中 小 企 業 の経 営 存 続 に大 きく影 響 を与 えた。こ

れまでに180万 人 以 上 の雇 用 が失 われ、それに伴 い家 計 収 入 が減 少 したことは最 も困 難

なことであった。このような緊 急 事 態 にはその場 しのぎの策 ではなく、パンデミック終 了 後 を

見 据 えたより 長 期 的 視 点 での対 策 が必 要 である。この目 的 の下 、政 府 は移 動 制 限 の段

階 的 規 制 緩 和 （Paso  a  Paso  Nos  Cu idamos）と経 済 再 活 性 化 策 （Paso  a  Paso  Ch i l

e  Se  Recupe ra）の２つの計 画 を導 入 した。 

 2021年 度 予 算 は雇 用 を創 出 し、チリ国 民 の必 要 とするものを満 たし、経 済 を再 活 性 化

さ せ 、 我 が 国 が 完 全 復 活 す る た め の も の と し た 。 歳 出 額 は 7 , 3 2 3 . 4 億 米 ド ル で 前 年 比 9 .

5％増 加 となってお り 、うち 公 共 投 資 分 は 同 14 . 9％ 増 で 引 き 続 き 大 幅 な 財 政 出 動 を 執 り

行 う。 

 2021年 度 予 算 の優 先 事 項 として、まずは、失 業 で失 われた収 入 と雇 用 そのものを回 復

させるため雇 用 保 護 法 を推 進 する。加 えて、先 般 開 始 した雇 用 創 出 助 成 金 プログラムに
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より100万 人 の雇 用 、20億 米 ドルの予 算 を見 込 む。 

 雇 用 対 策 だけでなく新 型 コロナウイルスに係 る健 康 対 策 も行 い、国 民 保 護 のため、引 き

続 き新 型 コロナウイルスとの闘 いを継 続 していく。そのためワクチン確 保 の予 算 を付 け、先

日 国 際 機 関 や 医 療 研 究 機 関 とワ クチ ン 購 入 の 協 定 に 署 名 を した 。このほか、 プライ マリ

ーヘ ルスケア の強 化 、 病 院 等 の新 規 建 設 、 薬 価 引 下 げ、メン タルケアに 関 する 新 規 プ ロ

グラム、食 習 慣 の改 善 やスポーツ等 を取 り入 れた健 康 的 生 活 習 慣 の確 立 が含 まれる。ま

た 、新 型 コロナ ウ イ ルス以 外 の 患 者 に 対 す る診 察 及 び 手 術 のケ アが後 回 しに なってい る

現 状 があり、対 応 の迅 速 化 も図 る。 

 女 性 政 策 に つ い て は、男 女 間 の 義 務 と 権 利 の完 全 な 平 等 を 目 指 しつ つ 、暴 力 に 悩 む

女 性 の保 護 、女 性 の雇 用 及 び起 業 家 の創 出 などの予 算 強 化 を行 う。 

 高 齢 者 政 策 も 優 先 事 項 の 高 い 政 策 の 一 つ であ り 、年 金 の 強 化 、 公 共 交 通 機 関 料 金

の半 額 化 などを行 う。 

 予 算 案 では中 小 企 業 対 策 と観 光 業 対 策 として１ 億 2千 万 米 ドルが計 上 されてお り 、中

小 企 業 の信 用 強 化 、デジタル化 、市 場 アクセス推 進 等 に充 てがわれる。 

 チリでは長 年 干 ばつに悩 まされており、水 不 足 と森 林 火 災 のリスクがたまっている。予 算

案 では、これらに対 して、飲 料 用 水 工 事 、水 のさらなる効 率 的 利 用 、灌 漑 施 設 、貯 水 池 、

用 水 路 工 事 、 地 下 水 の復 活 、 海 水 淡 水 化 、廃 水 処 理 に 充 てが われる。また 、猛 暑 、 森

林 火 災 、強 風 に効 果 的 に対 応 するための人 員 と財 源 も確 保 した。 

 気 候 変 動 と地 球 温 暖 化 も取 り 組 まなくてはならない 課 題 であ る。チリを 持 続 可 能 なで、

カーボンニュートラルな国 にすることを目 指 し、脱 炭 素 化 、公 共 交 通 機 関 の電 化 、植 林 を

進 めていく。 

 その他 、子 ども政 策 （N ino s  P r ime ro s）への予 算 増 による対 策 強 化 、住 宅 不 足 に対 す

る過 去 最 大 の対 策 、治 安 向 上 のための警 察 インフラ及 びソフト面 の強 化 、薬 物 及 びアル

コール依 存 症 対 策 、耐 用 年 数 を過 ぎた衛 星 の置 き換 え、2000万 米 ドルの競 争 力 特 別 基

金 による国 全 体 での文 化 促 進 が盛 り込 まれている。 

 地 方 に対 しては、地 域 開 発 国 家 基 金 を通 じた予 算 分 散 化 と自 治 体 へのさらなるを予 算

分 配 を促 進 し、この結 果 としていずれの場 合 でも５％以 上 の予 算 増 額 となる。 

パンデ ミッ クに よる 影 響 から 歳 入 は 減 少 し 、歳 出 は 増 加 した 。 責 任 あ る 財 政 執 行 を 維

持 するため、６ 月 14日 に政 府 ・与 野 党 間 で120億 米 ドル規 模 の基 金 を創 設 し、多 数 の喫

緊 の課 題 に財 政 出 動 が出 来 るようにした。加 えて政 府 は財 政 支 出 に対 して厳 しい審 査 を

行 い、効 率 性 を求 め、無 駄 を排 除 し、厳 格 な予 算 形 成 を行 ってきた。しかしながら構 造 的

財 政 赤 字 は 対 GDP 比 ▲ 4.7 ％ と 過 去 最 悪 に な り 、 結 果 2021 年 末 の 政 府 債 務 残 高 対

GDP 比 は36.4％に なると見 込 まれる。厳 しい 状 況 ではあ るが、そ れでも我 々はマクロ経 済

に対 する責 任 を負 い、健 全 な財 政 、経 済 を確 保 しつつ、将 来 の経 済 成 長 を達 成 しなけれ

ばならない。 

 

（２３） ト ランスア ンテ ィアゴ、奨 学 金 、科 学 、輸 出 促 進 は、2021年 予 算 で最 も削 減 された

プログラム 

 今 日 から各 省 の２０２１年 予 算 案 に関 する査 定 を 行 う上 下 院 で構 成 される小 委 員 会 が

始 まる。政 府 が雇 用 回 復 予 算 と発 表 して い るように 、公 共 事 業 省 と住 宅 省 が投 資 支 援

のために最 も恩 恵 を受 けている。しかし、分 野 別 では医 療 が-１６％になっている一 方 で人
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材 育 成 ・雇 用 局 （Serv ic i o  Nac iona l  de  Capac i t ac ión  y  Emp leo）８００％増 となっている。

輸 出 促 進 、イノベーション、スポーツなどの分 野 はかなり減 らされている。 

 

（２４） 2021年 予 算 は、地 域 へのリソースを4.5％増 やすことを想 定  

 予 算 局 によれば、2021年 予 算 の地 方 政 府 への割 り当 ては4.5％増 。これらは地 方 自 治

体 の運 営 費 と 投 資 に 分 け られるが運 営 費 は▲2.9％、投 資 は5 ％増 。多 くが遠 隔 地 の道

路 の敷 設 や保 全 に充 当 。自 治 体 が都 市 部 の道 路 の保 全 プロジェクトに予 算 を充 てること

も可 能 。 

 

（２５） パンデミックの労 働 市 場 への影 響 が家 庭 の収 入 の大 幅 な低 下 を引 き起 こす 

 コロナ 禍 の 労 働 市 場 への 影 響 が 家 計 や 負 債 に 深 刻 な 影 響 を 与 えてい る。 中 銀 に よ れ

ば、可 処 分 所 得 における負 債 の割 合 は第 1四 半 期 の75.4％から第 2四 半 期 は76.4％とな

った 。これはGDP の50 .7％に 相 当 。他 方 、総 可 処 分 所 得 は2019年 の第 2四 半 期 から 8％

減 少 している。主 に労 働 市 場 の悪 化 とそれに伴 う生 産 収 入 （ren ta  de  l a  p roducc ión：正

規 及 び 非 正 規 自 営 業 者 の 収 入 ） へ の 影 響 （ ▲ 9.6 ％ ） が 主 な 要 因 。 ま た 、 財 産 収 入

（ren ta  de  l a  p rop iedad：利 益 や利 子 の回 収 ）は▲1.7％。反 対 に納 税 、分 担 金 の正 味 の

社 会 保 障 給 付 （ pres tac iones  soc ia l e s  ne tas  de  co t i z ac iones ） や 通 常 送 金

（trans fe renc ia  co r r i en tes）はコロナ対 策 の影 響 でプラスに。こうした可 処 分 所 得 への影

響 と 消 費 が 16 .6％ 減 少 してい る ことに より 貯 蓄 率 は 16 ％と なっ た 。貯 蓄 率 の 上 昇 と 資 本

の 消 費 の 減 少 （ meno r  gas to  en  cap i ta l ） に より 家 庭 の 資 金 調 達 能 力 （ capac idad  de  

f i nanc i am ien to）は可 処 分 所 得 の10.4％ととなり、前 回 に比 して3.2ポイント上 昇 。 

 

（２６） 世 帯 収 入 は少 なくとも2003年 以 来 最 大 の減 少 を 示 し、債 務 は新 たな最 大 値 に上

昇  

 本 年 第 2 四 半 期 の 世 帯 収 入 は 労 働 市 場 の 悪 化 で2019 年 5 月 ～ 6 月 比 で8 ％ 減 少 。 世

帯 総 債 務 が収 入 の76 .4％に到 達 。ロックダウンにより世 帯 消 費 が低 下 した結 果 、貯 蓄 率

が本 年 上 期 の13％～下 期 の16％まで上 昇 。 

 

（２７） 住 友 がシエラゴルダ銅 山 の株 式 を売 却 することを検 討  

 B loombergに よれば、住 友 は所 有 するチリ のシエラゴルダ 銅 山 の株 式 の売 却 の可 能 性

を含 め、さまざまな選 択 肢 を検 討 。Sum i tomo Meta l  M in i ngCo .  y  Sum i tomo Co rpの２社

を介 してシエラゴルダ銅 山 の株 式 の45％を所 有 している。残 りはKGHM Po l skaM iedz  SA

社 が所 有 。KGHM社 は以 前 住 友 が株 式 の意 販 売 を 考 えてい る旨 発 表 した がKGHM社 は

所 有 する株 を 増 やすつもりも売 るつもりもないとしてい た。これまでのところシエラゴルダ銅

山 はコスト高 と生 産 が想 定 を下 回 っていることなどから当 初 の見 通 しに遠 く及 ばない状 態

が続 いており、KGHM社 はコスト削 減 計 画 を実 施 している。 

 

（２８） 上 院 が最 低 賃 金 6千 ペソの引 き上 げを承 認 し、最 低 賃 金 法 案 が第 3審 議 に 

  昨 日 、上 院 が6千 ペソの引 き 上 げを 定 める最 低 賃 金 法 案 を 可 決 し、同 法 案 がまた 下
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院 で審 議 されて採 決 。 

 

（２９） BancoEstadoは9500万 米 ドルに相 当 する女 性 債 券 を円 で発 行  

 BancoEstado 銀 行 は5年 間 の10兆 円 （ 約 9500万 米 ドル）に 相 当 する債 券 を 発 行 するこ

とを公 表 。この債 券 発 行 は女 性 のマイクロ起 業 家 申 精 神 及 び「起 業 家 女 性 成 長 」のプロ

グラム向 けのもの。 

 

 


